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本調査報告書は、2025 年度に AIST より委託調査研究として SUSDI が受託

した「サーキュラーエコノミー指標の資源循環の質の評価に関わる動向調査

と課題仮説抽出」の調査結果について、CE-MVC研究会で討論し、その時、

議論されたKPI に関する討論を追加・取りまとめたものである。 



序文 

近年、サーキュラーエコノミー（Circular Economy、以下 CE）は、資源制約と環境制約

の深刻化を背景として、持続可能な経済社会を構築するための基本原理として国際

的に位置づけられるようになっている。CEは従来、廃棄物削減やリサイクルの促進と

いった環境対策の一環として理解されることが多かったが、現在では資源利用構造

そのものを再設計し、価値の維持と資源効率の最大化を図る包括的な経済モデルと

して認識されている。このような認識の変化に伴い、CEの進展をどのように測定し評

価するかという問題が、政策、産業、金融の各分野において重要な課題となってい

る。 

とりわけ近年、CE指標は単なる資源循環量の測定から、資源の価値保持、損失、寿

命、さらには社会的持続性を含む多次元的評価へと理論的転換を遂げている。この

転換は、CEを単なる環境管理の対象から、経済および社会の構造を方向づける制

度的装置へと変化させるものである。また、CE指標は KPI（Key Performance 

Indicator）として制度化され、企業経営および政策意思決定の中核的な管理指標とし

て機能するようになりつつある。すなわち、CE指標は現実を測定するための手段で

あると同時に、資源利用のあり方そのものを規定する実践的装置となりつつあるので

ある。 

しかしながら、現在提案されている多様な CE指標は、それぞれが異なる側面を評価

するものであり、資源循環の質をどのように統合的に評価すべきかについては、なお

理論的および実務的な課題が残されている。特に企業においては、CEを理念として

掲げるだけではなく、それを具体的な経営管理の対象として実装することが求められ

ており、そのためには KPIおよびダッシュボードとして運用可能な指標体系の構築が

不可欠である。 

本報告書は、このような問題意識に基づき、近年の CE指標に関する主要な文献お

よび制度的動向を整理し、資源循環の質の評価に関わる指標の理論的転換の構造

を明らかにするとともに、企業における実務的活用を可能とする KPIおよびダッシュ

ボード設計の方向性を提示することを目的として作成されたものである。本報告書で

は、まず CE指標の歴史的展開と理論的転換を整理し、次に CE指標の KPI化と制

度的意味を検討し、さらに資源循環指標の理論的進化を分析する。そのうえで、これ

らの知見を企業経営に適用し、CE-KPIダッシュボードの実務設計フレームを提示す

る。 
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第 1章 サーキュラーエコノミー指標の歴史的展開と転換 

― 2015–2025 年の理論的・制度的推移（説明版） 

1.1 問題設定：サーキュラーエコノミーは何を測ろうとしてきたのか 

サーキュラーエコノミー（Circular Economy、以下CE）は一般に資源循環を通じて環境

負荷を低減する経済モデルとして理解されてきたが、この理解は本質的には不十分であ

る。なぜならCEは単なるリサイクルや廃棄物管理の技術体系ではなく、資源、製品、価

値、時間、制度、労働といった社会経済の基本構造そのものを再編成する構想だからであ

る。したがって、CEにおいて何を測るのかという問題は単なる技術的問題ではなく、CE

をどのような概念として理解するのかという理論問題と不可分の関係にある。 

2015 年から 2025 年にかけてのCE指標の歴史的推移は、概念形成段階から指標の爆発的

増加段階を経て、循環の質、価値、時間を評価する段階へと発展する構造として示され

る。初期段階では、CEは理念的概念として提示され、その定量的評価手法は確立してい

なかった。その後、2017 年前後からCE指標が急速に増加し、製品、企業、都市、国家な

ど複数の階層で指標が提案される段階に移行した。この段階では主に循環量を測定する量

的指標が中心であったが、その後、循環量だけでは持続可能性を十分に評価できないとい

う認識が形成された。その結果、指標は単なる物質循環の測定から、資源価値の保持、資

源の品質、寿命、損失などを評価する質的指標へと転換した。さらに近年では、循環を時

間的に持続する価値保持プロセスとして評価する指標体系へと進展している。このように

CE指標の発展は、単なる測定技術の増加ではなく、CE概念そのものの深化と再構築の過

程として理解される。 

参考文献：EMF 2013, EU 2023, UNEP FI 2023,  M. et al. 2019, Moraga, G. et al. 

2019,  Parchomenko, A. et al. 2019, Kravchenko, M. et al. 2020, 

 

 

1.2 2015–2016 年：概念的構想としてのCEと初期指標 

2015 年前後は、CEが政策および研究において急速に重要な概念として浮上した時期であ

る。この時期には EUによるサーキュラーエコノミーパッケージの提示、エレン・マッカ

ーサー財団による概念整理、UNEPやOECDによる資源効率政策の提示などが相次いで

行われた。しかしこの段階では、CEの定義そのものが確定しておらず、何を循環と呼ぶべ

きかという問題は未解決であった。 

そのため、この時期に用いられた指標は循環そのものを直接測定するものではなく、既存

の資源管理指標を代替的に使用する形を取っていた。具体的には、リサイクル率、廃棄物
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回収率、資源生産性などがCEの進展を示す指標として用いられた。この段階では指標は

CEの本質を測定するものではなく、概念を支えるための暫定的な定量化手段として機能

していた。この状況は、指標がCE概念の確立を支える補助的装置として位置づけられて

いたことを示している。 

参考文献：EMF 2013, EU 2023, UNEP FI 2023 

 

 

1.3 2017–2019 年：指標の爆発的増殖と分類体系の形成 

2017 年以降、CE指標は急速に増加した。この時期には製品レベル、企業レベル、都市レ

ベル、国家レベルといった複数の階層において指標が提案されるようになり、同時にそれ

らを整理する試みが行われた。特に Saidani らによる分類研究は、指標を循環戦略および

分析対象レベルに基づいて体系的に整理した点で重要である。 

しかしこの時期に重要であったのは指標の数そのものではなく、指標の意味に対する批判

的検討が開始されたことである。Moraga らは、多くの指標が実際には循環を測定してい

るのではなく、廃棄物管理の効率を測定しているに過ぎないことを指摘した。この批判

は、指標が単なる測定装置ではなく、CEの理解を形成する認識装置であることを明確に

した。 

参考文献：Saidani, M. et al. 2019, Moraga, G. et al. 2019, Corona, B. et al. 2019, 

Parchomenko, A. et al. 2019 

 

 

1.4 2020–2021 年：量的循環の限界と質的転換 

2020 年以降、CE指標は新たな理論的転換を迎えることになる。その中心にあるのは、循

環量の増加が必ずしも持続可能性を意味しないという認識である。例えばエネルギー消費

の大きいリサイクルプロセスは、資源循環を実現していても環境負荷を増大させる可能性

がある。また、品質の低い再生材の大量循環は、資源の価値を低下させる結果となる。 

このため循環の評価は単に回収量や循環率を測定することではなく、価値を保持した循環

であるかどうかを評価することへと移行した。この転換はCEの概念そのものを物質循環

の問題から価値保持の問題へと変化させるものであった。 

2020 年以降のCE指標の発展は、指標のミクロ化とKPI 化の進展として示される。従来の
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指標は国家や産業全体といったマクロレベルでの評価を目的としていたが、近年では企業

や製品といったミクロレベルでの評価が重視されるようになった。この変化によって、指

標は政策分析のための統計指標から、企業経営における管理指標へと転換した。企業は資

源投入量、循環率、価値保持率、寿命延伸率などの指標をKPI として設定し、それを経営

管理に利用するようになった。この過程によって、CE指標は単なる分析装置から、企業

の行動を方向づける管理装置へと機能を拡張した。 

参考文献：Kravchenko, M. et al. 2020, EU 2023, UNECE 2021 

 

 

 

1.5 2022 年以降：損失・価値・時間の指標化 

2022 年以降、CE指標はさらに新たな段階へと進展する。この時期に提案された指標の特

徴は、循環量ではなく損失や価値保持を測定する点にある。Acircularity 指標は循環の程度

ではなく非循環の程度を測定することで、循環過程における損失を定量化する。また

Resource Efficiency Account は資源の物理量ではなく経済価値の流れとして資源循環を評

価する。 

さらにCircularity Potential や Circular Construction Indicator は、資源の品質や寿命とい

った時間的要素を評価に組み込むことで、循環を動的プロセスとして捉える枠組みを提示

した。 

近年のCE指標は、政策分野および産業セクターごとにKPI として体系化される構造を持

つ。政策レベルでは、国家の資源効率、循環率、資源依存度などの指標が設定され、CE

政策の進捗を評価するために使用される。一方、産業セクターでは、製品寿命、再利用

率、価値保持率、資源損失率などの指標が設定され、企業活動の循環性を評価するために

使用される。このようにCE指標は、政策から企業に至るまでの複数のレベルにおいて

KPI として制度化されている。この構造は、CEが理念的概念から実際の管理対象へと転

換したことを示している。 

参考文献：Jerome, A. et al. 2022, Halada, K. et al. 2022, de Oliveira, C. T., 2023 
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1.6 社会的次元の導入と倫理的転回 

近年のCE指標のもう一つの重要な特徴は、社会的側面の導入である。循環活動は労働集

約的であり、その労働条件や社会的影響が循環の持続可能性を規定する。このため循環の

評価には環境効率だけでなく社会的公正性を含める必要があるという認識が形成された。 

この変化はCEを技術体系から社会制度の問題へと再定義するものであり、CEが単なる環

境対策ではなく社会構造の変革を伴う概念であることを明らかにしている。 

 

1.7 KPI 化という制度的転換 

CE指標の最も重要な転換はKPI としての制度化である。これはCEが理念的概念から実

際の政策および経営の管理対象へと変化したことを意味する。KPI化によって指標は単な

る測定装置ではなく、行動を規定する統治装置として機能するようになった。 

この変化の歴史的背景は図 1-1 に示されており、KPI が企業内部の管理指標から社会全体

の統治指標へと拡張してきた過程として理解することができる（図 1-1 参照）。 

参考文献：OECD 2024B, EU, 2025, Munonye, W. C. et al. 2025, Rasor, A. et al. 2025, 

Rodrigues, C. et al. 2025 

 

 

図 1–1：KPI の歴史 
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1.8 小括 

以上のように、CE指標の歴史的展開は単なる測定技術の進歩ではなく、CE概念そのもの

の進化過程である。CEは当初、物理的な資源循環の概念として理解されていたが、次第

に資源価値の保持を重視する概念へと変化し、さらに社会制度としての構造を持つ概念へ

と発展した。 
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第 2章 測ることの制度化 

― CE指標のKPI 化と「資源指標の不完全性」（説明版） 

2.1 CEはなぜKPI 化されねばならなかったのか ― 国際制度の圧力 

サーキュラーエコノミー（CE）は当初、資源循環を促進する理念的概念として提唱された

ものであったが、2015 年の SDGs採択を契機として、その性格は大きく変化した。CEは

単なる理念ではなく、進捗を定量的に示し、達成状況を報告することが求められる制度的

対象へと転換したのである。この転換は、CEが政策および経営の実行対象として扱われ

るようになったことを意味している。 

この制度化の過程では、CEの達成度を測定し比較するための指標が不可欠となった。ISO

におけるサーキュラーエコノミー標準化の動きや、UNEPによる資源効率指標の導入は、

CEが測定対象として制度に組み込まれたことを示している。このような背景のもとで、

CE指標は単なる分析ツールではなく、意思決定および責任評価のためのKPI として位置

づけられるようになった。 

KPI（Key Performance Indicator）が 1950 年代から 2050 年頃に至るまで、どのようにそ

の機能と役割を拡張してきたかを示すと、以下のようになる。KPIはもともと 1950 年代

から 1960 年代にかけて、企業内部の生産管理および業務管理のための指標として導入さ

れた。この段階においてKPI の目的は、生産効率、品質、コストなどの業務パフォーマン

スを定量的に把握し、組織活動を効率的に制御することにあった。すなわち、この時期の

KPI は企業内部の管理技術としての性格を持っていた。 

その後、1980 年代から 1990 年代にかけて情報技術の発展とともに、KPIは企業の戦略管

理と結びつくようになった。この段階では、KPIは単なる業務管理指標ではなく、企業戦

略の達成度を評価するための指標として使用されるようになり、企業経営の中核的な管理

手法として位置づけられるようになった。 

さらに 2000 年代以降になると、KPI は企業内部の管理を超えて、企業の社会的責任や持

続可能性を評価する指標として拡張された。この段階では、環境パフォーマンス、社会的

責任、資源効率などがKPI として設定されるようになり、企業活動は社会的評価の対象と

して定量的に監視されるようになった。 

2015 年以降、SDGsの採択および ESG投資の拡大に伴い、KPI は企業だけでなく国家お

よび国際制度における統治指標として機能するようになった。この段階においてKPI は、

政策の達成状況を評価し、社会全体の行動を方向づける制度的装置としての役割を持つよ

うになった。 
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さらに将来的には、KPIはデジタル技術と統合され、リアルタイムで社会経済活動を監視

し、資源利用および循環活動を直接制御する統治装置として機能することが想定されてい

る。このようにKPI は、企業内部の管理指標から社会全体を方向づける統治指標へと歴史

的に発展してきたのである。 

参考文献：ISO 59020, 2024、UNEP Finance Initiative, 2023 

 

 

 

2.2 KPI の進化とCEの接続 ― 管理技術から統治技術へ 

KPI はもともと企業内部の管理技術として発展したものであり、その目的は組織の活動を

効率的に制御することであった。しかし情報技術の発展により、KPI は外部評価と結びつ

き、企業の社会的責任や持続可能性を評価するための指標へと変化した。 

CEが KPI として制度化されたことの意味は極めて大きい。それは循環が単に望ましい活

動であるという認識から、達成しなければならない目標へと変化したことを意味する。す

なわち、CEは理念ではなく達成責任を伴う政策課題となったのである。 

この変化によって、CE指標は現実を記述するための分析装置から、現実を方向づける統

治装置へと機能を変えた。指標は企業の投資判断、政策決定、技術開発の方向性を決定す

る力を持つようになり、CEの実現そのものを構成する要素となった。 

 

2.3 統合資源指標はCEの資源軸を担うにすぎない 

CEを KPI として運用する際には、資源投入の削減と循環の質の向上という二つの異なる

要素を同時に評価する必要がある。 

資源投入の評価を担う代表的な指標がTMR（Total Material Requirement）およびMF

（Material Footprint）である。TMRは、製品の生産に直接使用される資源だけでなく、

その採掘および加工の過程で発生するすべての物質移動を含めて評価する指標であり、資

源供給に伴う物理的負担の総量を示している。この指標は、資源利用の背後に存在する隠

れた資源負担を明らかにする機能を持っている。 
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資源投入を評価する指標として代表的なものがTMRおよびMFである。TMRは資源採

掘から製品生産に至るまでのすべての物質投入を含めて評価する指標であり、資源供給の

物理的負担を示す。一方MFは消費活動に起因する資源採掘量を評価する指標であり、資

源利用の責任を消費側に帰属させる役割を持つ。 

これに対して ICRPは循環の質を評価する指標であり、資源がどれだけ価値を保持したま

ま循環しているかを評価する。この指標は単なる循環率ではなく、寿命、価値保持、損失

の程度を統合して評価する点に特徴がある。 

これらの指標はCEの異なる側面を表しており、それぞれ単独ではCEの全体像を表すこ

とができない。資源投入の削減だけでは循環の質を評価することはできず、循環の質だけ

では資源制約の問題を評価することはできないのである。 

 

2.4 統合指標 ICMI による資源投入と循環の質の統合 

この問題に対して提案されたのが ICMI である。ICMI は資源投入の負担と循環の質を統

合して評価する指標である。 

資源投入と循環の質を統合して評価するために提案された新しい統合指標 ICMI の構造を

示したものである。この指標は、資源投入の負担を表す指標と循環の質を表す指標を統合

することによって、サーキュラーエコノミーの資源利用構造を総合的に評価することを目

的としている。 

 

ICMI は、資源投入量が大きいほど、また循環の質が低いほど、評価値が不利になる構造を

持っている。この構造によって、資源投入の削減と循環の質の向上の両方を同時に達成す

ることが望ましい状態として評価される。 

 

例えば、資源投入量が多く、かつ循環の質が低い場合には、資源が大量に消費されると同

時に価値が十分に回収されないため、最も不利な評価となる。一方、資源投入量が少な

く、かつ循環の質が高い場合には、資源利用の効率が高く、価値保持型の循環が実現され

ているため、最も有利な評価となる。 

しかしこの統合指標もCEのすべてを表すものではない。ICMI は資源利用と循環の質を評

価するが、社会的側面や制度的側面を直接評価するものではない。このことはCEが単な

る資源管理問題ではなく、社会制度の問題であることを示している。 
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2.5 資源指標の位置づけと限界 

資源指標の役割はCEの資源軸を評価することにあるが、それはCEの一部分に過ぎな

い。この関係はCEのダッシュボード構造として図 2-１に示されている（図 2-1 参照）。 

 

 

ダッシュボード構造において、資源指標は複数の評価軸の一つとして位置づけられる。CE

の評価には資源効率だけでなく、価値保持、寿命、社会的影響、制度的条件などの要素が

含まれる必要がある。このことは、CEを単一の指標で評価することの限界を示してい

る。CEは多次元的な概念であり、その評価には複数の指標の組み合わせが必要である。 

 

2.6 指標の制度的意味 ― 指標は世界を方向づける 

CE指標の制度化は単なる測定技術の進歩ではなく、社会の意思決定構造の変化を意味し

ている。指標は単に現実を測定するだけでなく、現実を方向づける機能を持つ。 

 

図２－1 ダッシュボードの全体像 
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例えば循環率のみを評価すれば量的循環が促進されるが、価値保持を評価すれば修理や再

利用が促進される。このように、指標の設計は社会の行動を決定する。 

このことはCE指標が技術的問題であると同時に、制度的および倫理的問題であることを

示している。 

 

2.7 小括 

CE指標のKPI化は、CEが理念から制度へと転換したことを示している。この過程におい

て、資源指標はCEの資源軸を評価する重要な役割を担っているが、それだけでCEを完

全に評価することはできない。 

CEは資源利用、価値保持、社会制度の統合として成立する概念であり、その評価には複

数の指標の統合が必要である。 

したがって、CE指標は単なる測定装置ではなく、社会の方向性を決定する制度的装置と

して理解する必要がある。 

(参考文献) 

ISO 590020, 2024、 UNEP FI, 2023  
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第 3章 資源循環指標の理論的転換と制度的進化（簡略統合版） 

3.1 本章の目的と理論的背景 

本章の目的は、2020 年以降に急速に進展した資源循環指標の理論的転換を整理し、サーキ

ュラーエコノミー（CE）の測定対象がどのように変化してきたのかを明らかにすることで

ある。従来のCE指標は主としてリサイクル率などの物量的循環を測定するものであった

が、近年の研究はこの枠組みがCEの本質を十分に捉えていないことを明らかにしてい

る。 

CE-Hub およびUNEPの技術報告書に示されるように、循環は単なる物質フローではな

く、価値保持、時間構造、社会制度を含む複合的なシステムとして理解されるようになっ

た。また、UNEP FI ガイダンスは、CE指標が単なる環境評価のための指標ではなく、金

融・投資および政策意思決定の基盤となる制度的指標であることを明示している。 

この転換は、CE指標が「循環を測る指標」から「循環を設計し統治する指標」へと変質

したことを意味する。 

参考文献：Lysaght, O. et al. 2022, UNEP Finance Initiative, 2023 

 

 

3.2 量的循環から価値・損失指標への転換 

CE指標の最も重要な理論的転換は、循環量の測定から価値保持と損失の測定への移行で

ある。従来のリサイクル率は物質が回収されたかどうかを示すのみであり、その資源がど

れだけの価値を保持しているかを評価することはできなかった。 

この限界に対して、経済価値ベースの循環指標は、回収後の材料がどれだけ元の経済価値

を保持しているかを評価対象とする。この構造は、循環を物理量ではなく価値保持として

捉える転換を示している。 

製品循環を経済価値の保持として評価する指標構造については、循環が単に物質が回収さ

れたかどうかではなく、回収された資源がどれだけの経済価値を保持しているかによって

評価されることを示している。この構造では、製品は使用によって価値を失い、回収後に

再利用または再製造されることによって価値が回復するが、その回復は完全ではなく、一

定の価値損失が生じる。循環の評価が物量ではなく価値保持率によって行われるべきであ

る。 

参考文献：EMF (Ellen MacArthur Foundation), 2013、 Fassio, F. et al 2023,    

Corona, B. et al. 2019, Jiang, L. et al., 2022, 
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さらに、非循環性（Acircularity）指標は、循環そのものではなく損失を直接測定すること

によって、循環の質を評価する枠組みを提示した。この指標では、品質劣化、用途逸脱、

未回収資源がすべて損失として定義される（図 3-1 参照）。 

参考文献：Halada, K. et al. 2022 

 

 

 

 

 

また、建設分野などの応用研究では、材料品質と循環量を統合することによって質的循環

を評価する試みが進められている（図 3-2 参照）。これらの研究は、循環を単なる再投入で

はなく価値保持のプロセスとして再定義している。 

 

図３－1 損失・非循環性の例 
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図３－2 建材レベルの循環性基準・指標 
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この転換の理論的意味は、CEが廃棄物管理の問題から価値管理の問題へと変化したこと

にある（図 3-3 参照）。 

 

 

 

 

3.3 フローからストック・寿命を含む時間構造への転換 

第二の重要な転換は、循環を単年度のフローではなく、ストックと寿命を含む時間的プロ

セスとして理解する枠組みの導入である。従来の指標は資源投入と回収の量を測定するの

みであり、資源が社会の中でどれだけ長期間使用されるかを評価していなかった。 

物質フローと社会的ストックを統合したモデルは、資源循環を投入、蓄積、廃棄、回収の

時間的連鎖として表現する（図 3-4 参照）。このモデルは、現在の廃棄が過去の投入の結果

であり、現在の設計が未来の循環を規定することを示している。 

参考文献：Wiedenhofer, D. et al., 2024 

 

図３－3 循環の「経済的」把握＝量指標の限界を突く位置づけ 
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また、資源ストックと経済活動の関係を分析した研究は、循環率が向上していても資源消

費が増加する場合があることを示している（図 3-5 参照）。これは循環が単なる回収の問題

ではなく、資源の社会的滞留時間の問題であることを意味する。 

 

 

 

 

図３－4 物質フロー＋用途別ストック＋廃棄回収の一体モデル 
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設備寿命延伸戦略の研究は、修理、再製造、アップグレードが新規資源投入を削減する重

要な手段であることを示している（図 3-6 参照）。また、建設分野では設計段階から循環性

を評価する指標が導入され、循環が設計選択の結果として理解されるようになった（図 3-

11 参照）。 

参考文献：Fontana, A. et al. 2021 

 

 

 

 

図３－５ 線形経済の循環性／資源フローとGDPの関係 
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さらに、循環統計の分析は、循環率の上昇が必ずしも資源消費の削減を意味しないことを

明らかにしており、この現象は見かけ循環として説明されている（図 3-7 参照）。 

 

 

 

 

図３－6 設備寿命延伸の体系レビュー 
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これらの研究は、循環が単なる物質の回転ではなく、資源を長期にわたり使用することに

よって資源投入を削減するプロセスであることを示している。 

 

 

3.4 単一指標から多次元統合フレームへの転換 

第三の転換は、単一指標による評価から多次元統合フレームへの移行である。循環は資

源、価値、環境、社会など複数の次元から構成されるため、単一の数値で評価することは

できない。 

技術的側面を独立した評価軸として扱う研究は、循環が複数の独立した次元から構成され

ることを示している（図 3-8 参照）。また、材料とエネルギーの統合指標は、循環が物質と

エネルギーの複合的プロセスであることを示している（図 3-9 参照）。 

 

図３－7 Built Environment の指標・統合フレーム 
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参考文献：Halter, F. et al. 2025 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３―8  Technical pillar を独立軸化 
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参考文献：Vierunketo, M. et al., 2023 

 

 

 

 

 

統計分析を用いた研究は、循環指標が複数の独立した構造から構成されることを示してい

る（図 3-10 参照）。さらに、循環指標と持続可能性指標を統合する研究は、循環が持続可

能性の重要な構成要素であることを示している（図 3-11 参照）。 

A multi-dimensional indicator for material and energy circularity: Proof-of-concept of 
exentropy in Li-ion battery recycling (iScience, 2023)
Exentropy  より  損失 エネ ギ 損失 バ ン 
(1) Statistical Entropy Analysis SEA  RSE

•   i  流 s         統 エ  ロピ  

•                            

•    ジ q  お  総エ  ロピ  

•           

•   エ  ロピ  通常  プ         
 相対  

•        
    

    

• ● 0  近      濃縮  CE  好    

(2) REX Relative Exergy Content 

•    ジ q  エ   ギ          

•      
   

       

• ● 1  近   エ   ギ 破壊 少  ，エネ 
ギ       

• (3) Exentropy         

•     RSE  REX  差       
   

•             

• ● c > 0   濃縮 果 エネ ギ  
      →      望   
● c < 0 エネ ギ    方    
→ 工 改善   

• 工 全     

•              
        好 

 

図３－9 exentropy による材料 エネルギーの多次元循環性 
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参考文献：Munonye, W. C. et al. 2025, 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１0 メトリックス体系整理 
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参考文献：Rodrigues, C. et al. 2025 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１1 circularity 指標と sasutainability の橋渡し 
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多変量解析は、循環が複雑な多次元システムであることを示しており、単一指標による評

価の限界を明らかにしている（図 3-12 参照）。 

この転換によって、CE指標は単なる報告指標から意思決定支援指標へと変化した。 

参考文献：Figueiredo, F. et al. 2025 

 

3.5 デジタル技術による測定可能性の拡張 

第四の転換は、デジタル技術による測定可能性の拡張である。従来の指標は統計データに

依存していたが、AI、IoT、ロボティクスの導入により循環の実態を直接測定することが

可能となった。 

ロボット分解技術は、材料の品質、再利用可能性、分解成功率を直接測定することを可能

にした（図 3-1３参照）。また、AI 研究の進展は循環の構造を新たに理解する手段を提供

している（図 3-1４参照）。 

この技術的進展により、CE指標は推定から実測へと変化した。 

 

図３－１２ 多変量解析 
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参考文献： All Noman, A. et al., 2022 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３―１３  CIRO7.2＋強化学習ロボット分解 
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参考文献：All Noman, A. et al., 2022, Wiedenhofer, D. et al. 2024 

 

 

3.6 資源安全保障および社会的価値の導入 

近年の研究は、CE指標に資源安全保障および社会的側面を導入している。循環は単なる

資源管理ではなく、資源供給の安定性、経済競争力、社会的公正と密接に関連している。 

この転換によって、CEは環境政策の一部ではなく、経済および社会の構造的問題として

位置づけられるようになった。 

 

 

 

 

図３－１４ CE AI ビブリオメトリクス 
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3.7 小括 

以上の分析から明らかになるのは、資源循環指標が根本的な理論的転換を経験しているこ

とである。 

この転換は次の三点に要約される。 

第一に、循環は量ではなく価値保持として理解されるようになった。 

第二に、循環はフローではなく時間構造を持つストックプロセスとして理解されるように

なった。 

第三に、循環は単一指標ではなく多次元統合システムとして理解されるようになった。 

これらの転換は、CEを環境対策から社会経済システムの設計問題へと再定義するもので

ある。 

すなわち、CE指標は単なる測定装置ではなく、社会の資源利用構造を設計するための制

度的装置となりつつあるのである。 
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第 4章 企業のためのCE-KPI ダッシュボード設計 

4.1 なぜダッシュボードが必要か 

サーキュラーエコノミー（CE）を企業経営に実装するうえで最大の課題は、「循環を理念

ではなく管理対象に変えること」である。理念は共有できても、それが日々の意思決定に

反映されなければ、企業行動は変わらない。ここで不可欠となるのがKPIであり、さらに

それを統合的に可視化するダッシュボードである。 

KPI は単なる測定指標ではなく、経営行動を方向づける管理装置である。何をKPI として

設定するかによって、企業の意思決定は構造的に変化する。例えば資源投入量がKPI にな

れば資源削減が優先され、製品寿命がKPI になれば耐久設計や修理対応が重視される。こ

の意味で、KPI は現実を測る道具であると同時に、現実を作り替える装置でもある。 

一方、KPI が短期効率のみを追求すると、長期的な持続可能性が損なわれる可能性があ

る。ここで重要となるのがKSI（Key Sustainability Indicator）である。KSI は短期の効率

ではなく、循環を支える構造条件を評価する指標である。例えば供給の安定性や修理可能

性は短期利益に直結しないが、長期的な資源安全保障と企業存続に不可欠である。KPI が

「現在の成果」を測るのに対し、KSI は「将来の持続性」を担保する指標である。 

これらを 別に管理するだけでは、企業全体としての循環性は把握できない。そこで必要

となるのがダッシュボードである。ダッシュボードは複数のKPIと KSI を統合し、経営者

が資源投入、循環の質、損失、リスクの全体像を一目で把握できるようにする。この可視

化によって初めて、循環は理念ではなく経営判断の対象となるのである。 

図 4-1 に、CEダッシュボード基本構造を示す。

 
図 4-1 CEダッシュボード基本構造 
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4.2  CE-KPI の 4軸モデル（実務設計フレーム） 

CEを経営管理に組み込むためには、指標を体系的に整理する必要がある。本報告書で

は、企業が実務で使用可能な設計フレームとして、CE-KPI を四つの軸で構成するモデル

を提示する。 

第一は資源投入軸である。この軸は企業活動がどれだけ資源採掘に依存しているかを示

す。代表的な指標がTMR（総物質要求量）とMF（マテリアルフットプリント）である。

TMRは製品に直接投入される資源だけでなく、採掘過程で発生する隠れた物質移動を含

めて評価するため、資源供給の実質的な負荷を把握できる。またMFは消費活動が世界の

採掘にどれだけ依存しているかを示し、外部依存リスクの評価に有効である。これらは企

業の資源戦略の基礎となる指標である。 

第二は循環の質軸である。ここでは単に循環しているかではなく、どれだけ価値を保持し

た循環が実現しているかを評価する。価値保持率は再利用された資源が元の価値をどれだ

け維持しているかを示し、寿命延伸率は資源がどれだけ長期間利用されているかを示す。

また ICRPは価値保持、寿命、非循環性を統合し、循環の質を総合的に評価する指標であ

る。この軸は企業が価値保持型の循環へ転換しているかを示す。 

第三は損失・非循環軸である。この軸は循環の不足ではなく、損失そのものを評価する。

Acircularity は資源のうち実際に循環していない割合を示し、廃棄ロス率は価値が回収され

ずに失われた資源の割合を示す。これらは企業の循環の弱点を特定するうえで重要であ

る。 

第四は社会・レジリエンス軸であり、これはKSI に対応する。この軸は循環を支える基盤

条件を評価する。供給安定性は資源調達のリスクを示し、修理可能性は製品が長期利用可

能かを示す。また国内循環率は資源循環の自立性を示し、労働安全性は循環プロセスの社

会的持続性を示す。この軸は企業の長期的な競争力を評価する指標である。 

この四軸モデルによって、企業は資源依存、循環の質、損失、持続性を統合的に管理する

ことが可能となる。 

図４－２にKPI/KSI マトリックス図を示す。 
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4.3  ICMI の実務活用 

ICMI は資源投入と循環の質を統合する指標であり、企業のCEパフォーマンスを単一ス

コアとして示すことができる。このため ICMI は経営会議における統合指標として有効で

ある。複数の指標を 別に説明することなく、企業の循環性の改善状況を経営層に伝える

ことが可能になる。 

また ICMI は部門別にも展開できる。例えば製造部門では資源投入削減の成果を評価し、

設計部門では寿命延伸の成果を評価するなど、各部門の活動を共通の指標で比較できる。 

ただし ICMI は単一スコアであるため、その値だけでは改善の要因はわからない。したが

って ICMIはダッシュボードの入口として使用し、その背後にある 別指標を併せて管理

する必要がある。 

 

 

図 4-2 KPI／KSI マトリクス図 
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4.4 ダッシュボード階層構造 

CEダッシュボードは企業の階層構造に対応して設計する必要がある。 

経営レベルでは、統合CE指数と外部依存リスクを管理する。これにより企業全体の循環

戦略の方向性を把握できる。 

事業部レベルでは、製品寿命、回収率、素材代替率を管理する。これにより各事業の循環

性を評価できる。 

製品設計レベルでは、分解可能性、モジュール化指数、リユース 合度を管理する。これ

により設計段階で循環性を改善できる。 

このように階層的に指標を配置することで、経営戦略と現場設計を一体化できる。 

図 4-3 にダッシュボード階層図を示す。 

 

 

図 4－3  ダッシュボード階層図 
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4.5 導入ステップ（実装ロードマップ） 

CEダッシュボードの導入は段階的に進める必要がある。 

まず資源投入量を測定し、自社の資源依存構造を把握する。次に循環の質を評価し、価値

損失の構造を明らかにする。そのうえでKPI を階層的に整理し、ダッシュボードとして統

合する。最後にこれを投資判断や評価制度に接続することで、循環を経営行動に組み込

む。 

このプロセスによって、循環は理念から管理対象へと転換する。 

 

 

4.6 日本企業の課題と解決方向 

日本企業がCEダッシュボードを導入する際には、いくつかの課題が存在する。 

第一にデータ不足である。資源投入や回収に関するデータが部門ごとに分散しており、統

合が困難である。 

第二に LCAへの過度な依存である。LCAは有用だが、リアルタイム管理には していな

い。 

第三に組織の縦割り構造である。設計、調達、製造、回収が分断されており、循環全体を

最 化できない。 

第四に投資回収の問題である。循環投資の効果が短期利益に反映されにくい。 

これらの課題を解決するためには、ダッシュボードによって循環を可視化し、経営判断と

直接接続することが不可欠である。可視化によって循環の価値が明確になり、投資判断の

根拠となる。 

図４－４に産業別実装例を示す。 
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4.7 小括 

CEダッシュボードは単なる報告ツールではない。それは企業の資源戦略を方向づける経

営装置である。資源投入、循環の質、損失、持続性を統合的に管理することで、企業は資

源制約時代において持続的な競争力を確保できる。 

 

図 4-４ 産業別実装例 



33 

 

第 5章 結論 

本報告書は、サーキュラーエコノミー（CE）指標の理論的展開と制度的進化を整理し、企

業におけるKPI およびダッシュボードとしての実装可能性を明らかにすることを目的とし

て検討を行った。その結果、CE指標は単なる資源循環の測定指標ではなく、資源利用構

造および経済活動を方向づける制度的装置へと転換しつつあることが明らかとなった。 

第 1章で示したように、CE指標は当初、リサイクル率や資源生産性など既存の資源管理

指標を代替的に用いる段階から出発した。しかし 2017 年以降、指標の爆発的増加ととも

に、循環量の測定がCEの本質を十分に表していないことが認識され、価値保持、損失、

寿命といった質的要素を評価する指標へと理論的転換が進んだ。この転換は、CEを物質

循環の問題から価値保持の問題へと再定義するものであった。 

第 2章では、CE指標がKPI として制度化された過程を分析した。その結果、CE指標は単

なる分析ツールではなく、企業および政策の意思決定を方向づける統治装置として機能す

ることが明らかとなった。また、TMRやMFなどの資源投入指標と ICRPなどの循環の

質指標は、それぞれCEの異なる側面を評価するものであり、単一指標によってCE全体

を評価することは不可能であることが示された。このことは、CE評価が多次元的構造を

持つことを意味している。 

第 3章では、資源循環指標の理論的転換の構造を整理した。その結果、資源循環指標は次

の三つの根本的転換を経験していることが明らかとなった。第一に、循環は物量ではなく

価値保持として理解されるようになった。第二に、循環は単年度のフローではなく、スト

ックと寿命を含む時間構造として理解されるようになった。第三に、循環は単一指標では

なく、多次元統合フレームとして評価されるようになった。この転換は、CE指標が資源

管理指標から社会経済システム設計のための制度的指標へと変化したことを意味してい

る。 

第 4章では、これらの理論的知見を企業実務に 用し、CE-KPI ダッシュボードの設計フ

レームを提示した。その結果、企業におけるCE管理は、資源投入、循環の質、損失、社

会的持続性の四軸から構成される統合的指標体系として設計される必要があることが明ら

かとなった。また、ICMIのような統合指標は経営判断の入口として有効であるが、実際

の管理には複数の 別指標を統合したダッシュボードが不可欠であることが示された。 

以上の分析から、本報告書の最も重要な結論は次の三点に要約される。 

第一に、CE指標は資源循環の測定指標から、資源利用構造を設計する制度的装置へと転

換している。 

第二に、CEの評価は単一指標ではなく、資源投入、価値保持、損失、社会的持続性を統
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合した多次元指標体系として構成される必要がある。 

第三に、企業におけるCEの実装には、KPI および KSI を統合したダッシュボードが不可

欠であり、これによって循環は理念から経営管理の対象へと転換する。 

 

資源制約と環境制約が強まる現代において、CEは単なる環境対策ではなく、経済構造そ

のものを再設計するための基本原理となりつつある。その実現の鍵となるのがCE指標で

あり、それをKPI およびダッシュボードとして実装することによって、初めて循環は理念

から実践へと転換する。 

 

したがって、CE指標の整備とダッシュボードの導入は、企業の持続可能性を確保するた

めの基盤であると同時に、資源制約時代における新たな経営管理の中心的装置となるので

ある。 
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